
法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

　

株主総会参考書類「第１号議案 当社と株式会社ＵＫＣホールディ
ングスとの吸収合併契約の承認の件」のうち、「株式会社ＵＫＣホ
ールディングスの最終事業年度に係る計算書類等の内容」における
以下の事項
　
株式会社ＵＫＣホールディングス第９期（平成29年４月１日から平成30年
３月31日まで）連結注記表
　
株式会社ＵＫＣホールディングス第９期（平成29年４月１日から平成30年
３月31日まで）個別注記表

　

株式会社バイテックホールディングス
　

上記の事項につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.vitec.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数及び名称
・連結子会社の数　　　　　　　　13社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社ＵＫＣテクノソリューション

株式会社ＵＷテクノロジーズ
UKC ELECTRONICS(S)PTE,LTD.
UKC ELECTRONICS(H.K.)CO.,LTD.
UKC EMS SOLUTION(SHANGHAI)CO.,LTD.
USC ELECTRONICS(KOREA)CO.,LTD.
共信コミュニケーションズ株式会社
株式会社インフィニテック
KYOSHIN TECHNOSONIC(K)CO.,LTD.
UKC ELECTRONICS(SHANGHAI)CO.,LTD.
CU TECH CORPORATION
東莞新優電子有限公司
CU TECH VIETNAM CO.,LTD.

②　主要な非連結子会社の名称等
・主要な非連結子会社の名称　　　UKC ELECTRONICS(SHENZHEN)CO.,LTD.他４社
・連結の範囲から除いた理由　　　UKC ELECTRONICS(SHENZHEN)CO.,LTD.他非連結子会社４社は、

いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見
合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類
に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数及び主要な会社等の名称
持分法適用の非連結子会社はありません。なお、関連会社はありません。
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②　持分法を適用しない非連結子会社の名称等
・主要な会社等の名称　　　　　　UKC ELECTRONICS(SHENZHEN)CO.,LTD.他４社
・持分法を適用していない理由　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範
囲から除外しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産
・商品及び製品　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・仕掛品
受託生産品　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）
その他生産品　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
・原材料及び貯蔵品　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び連結子会社（国内）は定率法を、また、連結子会社（在外）
は主として定額法を採用しております。但し、当社及び連結子会社（国
内）は、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　当社及び連結子会社（国内）の自社利用のソフトウェアについては社
内の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。その
他の無形固定資産については定額法を採用しております。
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ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れに備えるため当社及び連結子会社（国内）は、一

般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。また、
連結子会社（在外）は主として特定の債権について回収不能見込額を
計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末
要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として
10年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。
ハ．未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
ニ．小規模企業等における簡便法の採用
　小規模企業等の連結子会社においては、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を用いた簡便法を適用しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、U K C  E M S  S O L U T I O N ( S H A N G H A I ) C O . , L T D . 、 U S C  
ELECTRONICS(KOREA)CO.,LTD.、UKC ELECTRONICS(SHANGHAI)CO.,LTD.、CU TECH 
CORPORATION、東莞新優電子有限公司及びCU TECH VIETNAM CO.,LTD.の決算日は12月31日であ
り、連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の同決算日現在の計算書類を基礎として
連結を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
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行っております。
ロ．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めております。
ハ．重要なヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については振当処理を、金利スワップについ
て特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しておりま
す。

・ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプション及び金利スワップ
ヘッジ対象…外貨建債権・債務、借入金

・ヘッジ方針　　　　　　　　　為替予約取引及び通貨オプションについては、外貨建取引の為替相場
の変動によるリスクをヘッジするために行っております。また、金利
スワップについては、金利の変動によるリスクをヘッジするために行
っております。

・ヘッジの有効性評価の方法　　為替予約、通貨オプション及び特例処理によっている金利スワップに
ついては有効性の評価を省略しております。

ニ．消費税等の会計処理方法
　当社及び連結子会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
ホ．連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。
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（追加情報）
（子会社株式の取得）
１．株式の取得
　当社は、平成30年３月29日開催の取締役会において、株式会社ＬＳＩテクノの自己株式を除く発行済
全株式を取得し、同社を100％子会社化することを決定し、株式譲渡契約を締結、平成30年５月１日付
で、株式を取得しております。
　なお、株式会社ＬＳＩテクノは、同日付で、商号を株式会社ＵＫＣシステムエンジニアリングへと変更
しております。

２．異動する子会社の概要
名　称 株式会社ＵＫＣシステムエンジニアリング

本店所在地 東京都品川区大崎一丁目11番２号
代　表　者 代表取締役社長　矢島　浩
資　本　金 23百万円
設立年月日 平成28年10月26日
主な事業内容 LSI の設計・検証・評価請負業務
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２．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,130百万円
⑵　受取手形割引高 800百万円
⑶　連結会計年度末日満期手形
　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、
当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末日残
高に含まれております。

受取手形 616百万円
支払手形 36百万円

⑷　保証債務
　次の関係会社の仕入債務に対し債務保証を行っております。

UKC ELECTRONICS (THAILAND)CO.,LTD. 2百万円
⑸　債権流動化に伴う買戻義務 1,100百万円
⑹　貸出コミットメント契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は、次のとおり
であります。

貸 出 コ ミ ッ ト メ ン ト 総 額 9,810百万円
借 入 実 行 残 高 9,810百万円
差 引 額 －百万円

５．連結損益計算書に関する注記
(たな卸資産の評価損)
　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損632百万円が売上原価に含
まれております。

(投資有価証券売却益)
　当社の保有する投資有価証券の一部を売却したことに伴い、投資有価証券売却益として330百万円を計上し
ております。
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(減損損失）
　減損損失の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 2百万円
機械装置及び運搬具 4百万円
工具、器具及び備品 2百万円
無形固定資産 51百万円
合計 63百万円

(固定資産の除却損）
　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円
工具、器具及び備品 0百万円
無形固定資産 64百万円
合計 65百万円

(事業整理損)
　連結子会社において、不採算の太陽光発電付随サービス事業縮小に伴い、事業整理損482百万円を計上して
おります。

(過年度決算訂正関連費用）
　過年度決算訂正関連費用として362百万円を計上しております。

－ 7 －

宝印刷株式会社 2018年10月29日 18時20分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 8 ―

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,700,021株 －株 －株 15,700,021株

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,142株 225株 －株 3,367株

（注）自己株式の数の増加225株は、単元未満株式の買取による増加であります。
⑶　配当に関する事項
①　配当金支払額
平成29年８月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類　　　　　　　　　普通株式
・配当金の総額 470百万円
・１株当たり配当額 30円
・基準日　　　　　　　　　　　平成29年７月31日
・効力発生日　　　　　　　　　平成29年９月19日
平成29年11月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類　　　　　　　　　普通株式
・配当金の総額 470百万円
・１株当たり配当額 30円
・基準日　　　　　　　　　　　平成29年９月30日
・効力発生日　　　　　　　　　平成29年12月５日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成30年５月29日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類　　　　　　　　　普通株式
・配当金の総額 470百万円
・１株当たり配当額 30円
・基準日　　　　　　　　　　　平成30年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　　平成30年６月12日
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金を債権流動化と銀行借入によって調達しております。デリバティブ取引
は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引を行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、取引先の信用リスクに晒されております。ま
た、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに
晒されておりますが、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を
利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主に業務または資本提携等に関連する株式等であり、株式については市場価格の変
動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについ
ては、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ通貨の売掛金残高の範囲内にあります。
　借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、一部の長期借入金については、支
払金利の変動リスクを回避するため金利スワップ取引を行うことにより、金利の変動リスクをヘッジし
ております。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資にかかる資金調達を目的とし
たものであります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引、通貨オプション取引及び借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的と
した金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、
ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の1.⑶　会計方針に関する事項に記載されている⑤ハ.重
要なヘッジ会計の方法をご覧ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　当社グループは、各事業会社の与信管理規程等に従い、営業債権等について、営業部署の管理責任者
が取引先の入金・残高を管理するとともに、債権管理部署と連携して財務状況等の悪化等による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。また、最大規模の事業会社である当社におきましては、大口債
権先である取引先の状況につきまして四半期毎に債権管理部署が取引先内容を把握し、信用面で疑義が
ある取引先に対しては各営業部署に報告を求めております。
　当社における外貨建営業債権債務については、通貨別月別に把握された為替リスクに対して、原則と
して先物為替予約を利用してヘッジしております。

－ 9 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）
２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

⑴　現金及び預金 18,162 18,162 －

⑵　受取手形及び売掛金 57,673 57,673 －

⑶　電子記録債権 3,866 3,866 －

⑷　投資有価証券

その他有価証券 3,359 3,359 －

資産計 83,062 83,062 －

⑴　支払手形及び買掛金 32,554 32,554 －

⑵　短期借入金 35,518 35,518 －

⑶　1年内返済予定の長期借入金 2,300 2,300 －

⑷　リース債務(流動負債) 84 84 －

⑸　未払法人税等 480 480 －

⑹　リース債務(固定負債) 199 179 △20

負債計 71,138 71,118 △20

デリバティブ取引(*) △4 △4 －

　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務になる項目
については△で示しております。なお、当該項目はヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引のみを
記載しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。なお、受取手形及び売掛金については、貸倒引当金を控除しております。

－ 10 －
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⑷　投資有価証券
　この時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金、⑸　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑶　１年内返済予定の長期借入金、⑷　リース債務（流動負債）
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しておりますが、その時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

⑹　リース債務（固定負債）
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処
理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ
た場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
イ．通貨関連
　取引先金融機関から提示された価格によっております。
ロ．金利関連
　取引先金融機関から提示された価格によっております。

②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている1年内返済予定の長期借入金と一体と
して処理されているため、その時価は、当該1年内返済予定の長期借入金の時価に含めて記載しておりま
す。

－ 11 －
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 5
投資事業有限責任組合等へ
の出資 235

関係会社株式 590

 (※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「資産⑷　投資有価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,506円08銭
⑵　１株当たり当期純利益 135円64銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
イ．子会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
　　・時価のあるもの　　　　　事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産　　
　　　　　　　　　　　　　　　直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定）
　　・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　　　　時価法
③　たな卸資産
　　・商品　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低　　
　　　　　　　　　　　　　　　下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。但し、平成28年４月１日以後に取得した
　　(リース資産を除く)　　　　　　建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
　　　　　　　　　　　　　　　　　は、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
　　　　　　　　　　　　　　　　　しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権等の貸倒れに備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業
年度の負担額を計上しております。

－ 13 －
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③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　外貨建の資産または負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、
為替差額は損益として処理しております。

②　ヘッジ会計の処理
・ヘッジ会計の方法　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については振当処理を、金利スワップについ
て特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しておりま
す。

・ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプション及び金利スワップ
ヘッジ対象…外貨建債権・債務、借入金

・ヘッジ方針　　　　　　　　　　為替予約取引及び通貨オプションについては、外貨建取引の為替相場
の変動によるリスクをヘッジするために行っております。また、金利
スワップについては、金利の変動によるリスクをヘッジするために行
っております。

・ヘッジの有効性評価の方法　　　為替予約、通貨オプション及び特例処理によっている金利スワップに
ついては、有効性の評価を省略しております。

③　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
④　連結納税制度の適用　　　　　　連結納税制度を適用しております。
⑤　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未
　　　　　　　　　　　　　　　　　処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
　　　　　　　　　　　　　　　　　の方法と異なっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 361百万円
⑵　保証債務
①　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

CU TECH CORPORATION 399百万円（4,000百万ウォン）

②　以下の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。

UKC ELECTRONICS(S)PTE,LTD.

1,703百万円

129百万円（1百万ドル）

0百万円（0百万シンガポールドル）

UKC ELECTRONICS(H.K.) CO.,LTD.
0百万円

61百万円（0百万ドル）

CU TECH CORPORATION 1,198百万円（12,000百万ウォン）

UKC ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 2百万円（0百万ドル）
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⑶　受取手形割引高 800百万円
⑷　当事業年度末日満期手形
　当事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当
事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末日残高に含まれてお
ります。

受取手形 481百万円
⑸　債権流動化に伴う買戻義務 1,100百万円
⑹　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
①　短期金銭債権 9,378百万円
②　短期金銭債務 2,132百万円

⑺　貸出コミットメント契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は、次のとおりであ
ります。

貸出コミットメントの総額 9,810百万円
借 入 実 行 残 高 9,810百万円
差 引 額 －百万円

４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高
①　営業取引による取引高
売上高
仕入高

22,129百万円
16,301百万円

販売費及び一般管理費 325百万円
②　営業取引以外の取引高
受取利息
受取配当金
受取保守料

85百万円
2,918百万円

7百万円
受取保証料 6百万円

⑵　たな卸資産の評価損
　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損45百万円が売上原価に含
まれております。
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 3,142株 225株 －株 3,367株

（注）　自己株式の数の増加225株は、単元未満株式の買取による増加であります。

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 （百万円）
未払事業税 14
貸倒引当金 4,892
賞与引当金 70
退職給付引当金 27
たな卸資産
関係会社株式評価損
投資有価証券評価損
資産除去債務
その他

115
828
247
26
22

繰延税金資産小計 6,243
評価性引当額 △5,993
繰延税金資産合計 250

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △607
資産除去債務（固定資産） △6
繰延税金負債合計 △613
繰延税金負債の純額 △362
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）法人主要株主

属 性 会社等の名称 資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事業上の
関 係

主要株主 ソ ニ ー ㈱ 865,678
百万円

電子・電気
機械器具
の製造、販
売

(被所有)
直接
14.2

－

電 子 部
品・機器
の同社か
らの仕入
(特約店)

電 子 部
品・機器
の仕入

4,846 買掛金 267

取引金額に消費税等は含まれておりません。
　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

電子部品・機器の仕入は市場価格等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。

（2)兄弟会社等

属 性 会社等の名称 資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事業上の
関 係

主要株主
（法人）が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社

ソニーセミ
コンダクタ
ソリューシ
ョ ン ズ ㈱

400
百万円

電子・電気
機械器具
の製造、販
売

－ －

電 子 部
品・機器
の同社か
らの仕入
(特約店)

電 子 部
品・機器
の仕入

35,380 買掛金 5,535

取引金額に消費税等は含まれておりません。
　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

電子部品・機器の仕入は市場価格等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。

（3）子会社等

属 性 会社等の名称 資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事業上の
関 係

子会社
共信コミュ
ニケーショ
ン ズ ㈱

400
百万円

電子機器
の 販 売

(所有)
直接
80

兼任
１名

資金の貸
付

利息の受
取
(注)２

13 未収入金 2

資金の貸
付
(注)２

2,846
関係会社
短期貸付
金

2,400
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属 性 会社等の名称 資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事業上の
関 係

子会社
C U
T E C H
CORPOR
A T I O N

7,000
百万ウォン

電子部品
の製造販
売

(所有)
直接
100

兼任
１名

仕入債務
の保証

債務保証
(注)３ 1,198 － －

子会社
U K C
ELECTRO
NICS(S)P
T E , L T D .

4,300
千シンガポール

ドル
電子部品
の 販 売

(所有)
直接
100

－

電子部品
の仕入

電子部品
の仕入
(注)１

14,664 買掛金 1,724

電子部品
の販売

電子部品
の販売
(注)１

10,346 売掛金 2,262

資金の貸
付

利息の受
取
(注)２

14 未収入金 0

資金の貸
付
(注)２

739
関係会社
短期貸付
金

2,868

仕入債務
の保証

債務保証
(注)３ 1,833 － －

子会社
U K C
ELECTRO
NICS(H.K.)
CO. , LTD.

25,262
千米ドル

電子部品
の 販 売

(所有)
直接
100

－

電子部品
の販売

電子部品
の販売
(注)１

4,577 売掛金 4,469

資金の貸
付

利息の受
取
(注)２

41 未収入金 －

資金の貸
付
(注)２

8,076
関係会社
長期貸付
金

14,873

貸倒引当
金の繰入

貸倒引当
金の繰入 6,852 貸倒引当

金 15,979

関係会社
債務保証
損失引当
金の戻入

関係会社
債務保証
損失引当
金の戻入

7,282
関係会社
債務保証
損失引当
金

－

子会社

U K C
ELECTRO
NICS(SHA
NGHAI)C
O . , L T D .

500
千米ドル

電子部品
の 販 売

（所有）
間接
100

－ 電子部品
の販売

電子部品
の販売
(注)１

6,876 売掛金 2,486

子会社
CU TECH
VIETNAM
CO.,LTD.

5,000
千米ドル

電子部品
の製造販
売

（所有）
間接
100

－ 資金の貸
付

利息の受
取
(注)２

13 未収入金 4

資金の貸
付
(注)２

878

関係会社
短期貸付
金

159

関係会社
長期貸付
金

637

取引金額に消費税等は含まれておりません。
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　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．電子部品の販売及び仕入は、市場価格等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、その取引金額について
は取引が反復的に行われているため、期中の平均残高を記載しております。

３．債務保証は、銀行借入及び仕入債務に対して行っております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,714円36銭
⑵　１株当たり当期純利益 246円39銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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